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（
１
）
デ
ジ
タ
ル
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

第
４
次
産
業
革
命
に
よ
る
時
代
の
大
き
な
変
化
を
見
据
え
、
商
品
開
発
へ
の
支
援
や
情
報
共
有
を
通
じ
て
、
先
進

技
術
の
県
内
へ
の
取
り
込
み
を
図
る
。

（
２
）
成
長
分
野
の
拡
大
と
競
争
力
強
化

設
備
投
資
や
製
品
開
発
、
販
路
拡
大
、
人
材
育
成
等
へ
の
支
援
に
よ
り
、
航
空
機
、
自
動
車
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

医
療
福
祉
、
情
報
の
各
産
業
の
拡
大
と
競
争
力
強
化
を
図
る
。

（
３
）
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
中
核
企
業
の
育
成

新
技
術
の
開
発
・
新
市
場
進
出
等
成
長
が
見
込
ま
れ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
中
核
企

業
の
創
出
を
図
る
。

産
業
労
働
部

第
３
期
ふ
る
さ
と
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
推
進

～
県
内
産
業
の
「
稼
ぐ
力
」
の
向
上
と
質
の
高
い
雇
用
の
創
出
～

１
成
長
分
野
の
競
争
力
強
化
と
中
核
企
業
の
創
出
・
育
成

拡
【
新

世
代
航
空

機
部
品
製
造

拠
点

創
生

事
業

等
】

1
08
,
4
0
8
千
円
千

・
次
期
航
空
機
を
見
据
え
た
新
た
な
複
合
材
技
術
や
電
動
化
シ
ス
テ
ム
の
開
発
へ
の
支
援

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
配
置
等
に
よ
る
航
空
機
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
航
空
機
産
業
を
担
う
中
核
人
材
の
育
成
、
高
校
生
等
を
対
象
と
し
た
特
別
講
義
の
実
施

拡
【
自

動
車
産
業

強
化
支
援
事

業
等

】
4
2
,
1
8
4千

円
・
次
世
代
自
動
車
を
見
据
え
た
基
幹
部
品
の
製
造
や
エ
コ
シ
ス
テ
ム
構
築
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
等
に
よ
る
自
動
車
メ
ー
カ
ー
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

・
あ
き
た
ク
ル
マ
塾
の
開
講
や
T
ier１
と
の
取
引
可
能
性
の
あ
る
企
業
へ
の
個
別
支
援
等
に
よ
る
人
材
の
育
成

拡
【
新

エ
ネ
ル
ギ

ー
産
業
創
出

・
育

成
事

業
】

3
1
,
2
2
0千

円
円

・
風
力
発
電
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
又
は
関
連
部
品
製
造
へ
の
参
入
に
必
要
と
な
る
認
定
等
取
得
へ
の
支
援

・
風
力
発
電
等
関
連
産
業
へ
の
参
入
を
目
指
す
企
業
の
育
成
と
県
内
企
業
か
ら
の
部
品
調
達
に
向
け
た
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

【
医

療
福

祉
関
連

産
業
成
長
促

進
事

業
】

1
3
,
7
2
5千

円
千

・
医
療
機
器
の
製
造
販
売
業
者
等
と
県
内
企
業
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
製
品
開
発
を
支
援

・
県
内
企
業
を
対
象
と
し
た
医
療
福
祉
関
連
産
業
創
生
塾
や
大
学
生
向
け
企
業
展
示
会
等
の
開
催

【
情

報
関

連
産
業

マ
ー
ケ
ッ
ト

開
拓

事
業

】
9
,
6
0
0千

円
千

・
首
都
圏
等
大
規
模
市
場
の
開
拓
に
向
け
た
新
た
な
商
品
開
発
へ
の
支
援

・
販
路
拡
大
に
向
け
た
展
示
会
出
展
や
技
術
者
の
研
修
会
等

【
も

の
づ

く
り
中

核
企

業
成
長

戦
略

推
進

事
業

】
1
5
5
,
4
0
4千

円
円

・
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
意
欲
の
高
い
中
核
企
業
候
補
へ
の
成
長
戦
略
の
策
定
か
ら
事
業
化
ま
で
の
一
貫
し
た
支
援

・
コ
ネ
ク
タ
ー
ハ
ブ
機
能
の
強
化
・
創
出
等
を
伴
う
取
組
へ
の
重
点
的
な
支
援

新
【
は

ば
た
く
中

小
企

業
投
資

促
進

事
業

】
円

・
成
長
分
野
へ
の
参
入
な
ど
事
業
拡
大
に
向
け
た
設
備
投
資
と
雇
用
拡
大
を
行
う
中
小
企
業
へ
の
支
援

（
１
）
企
業
の
経
営
基
盤
・
競
争
力
の
強
化

中
小
企
業
振
興
条
例
の
新
た
な
指
針
に
基
づ
い
た
支
援
に
よ
り
、
企
業
の
経
営
基
盤
等
の
強
化
を
図
る
。

（
２
）
起
業
の
促
進

切
れ
目
の
な
い
支
援
と
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
に
向
け
た
個
別
集
中
支
援
に
よ
り
、
県
内
で
の
起
業
を
促
進
す
る
。

（
３
）
事
業
承
継
の
推
進

関
係
機
関
と
連
携
し
た
取
組
に
よ
り
、
円
滑
な
事
業
承
継
を
推
進
す
る
。

２
中
小
企
業
・
小
規
模
企
業
者
の
活
性
化
と
生
産
性
向
上

新
【

中
小
企
業
振
興
臨
時

対
策
基
金
の
設
置
】

基
金
規
模

3
.
7
億

円
9

・
発
電
用
施
設
周
辺
地
域
等
企
業
導
入
促
進
基
金
を
活
用
し
、
中
小
企
業
振
興
に
向
け
た
基
金
を
設
置

新
【
小
規
模
企
業
者
元
気
づ
く
り
事
業
】

3
2
,
9
3
6
千

円
・
小
規
模
企
業
者
の
販
路
開
拓
や
業
務
効
率
向
上
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援

【
制

度
融
資
に
よ
る
資
金
繰
り
支
援
】

新
規
融
資
枠

3
6
8
億

円
・
中
小
企
業
振
興
資
金
、
経
営
安
定
資
金
、
新
事
業
展
開
資
金
等
に
よ
る
中
小
企
業
の
資
金
繰
り
支
援

新
【
か
が
や
く
未
来
型
中
小
企
業
応
援
事
業
】

【
攻
め
の
サ
ー
ビ
ス
産
業
等
応
援
事
業

】
(再

掲
)
●
千
円

（
１
）
海
外
展
開
の
推
進

「
あ
き
た
海
外
展
開
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
取
組
を
強
化
し
、
県
内
企
業
の
海
外
展
開
を
推
進
す
る
。

（
２
）
企
業
立
地
の
促
進

市
町
村
と
の
連
携
、
全
国
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
支
援
制
度
等
に
よ
り
、
成
長
が
見
込
ま
れ
る
企
業
の
立
地
を
促
進
す
る
。

拡
【
あ
き
た
起
業
促
進
事
業
】

4
8
,7
5
9
千

円
・
起
業
後
５
年
以
内
の
女
性
・
若
者
起
業
家
に
対
し
個
別
メ
ン
タ
リ
ン
グ
等
に
よ
り
事
業
拡
大
を
支
援

拡
【
商
業
活
性
化
・
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
】

7
,
01
3
千

円
●

●
・
商
店
街
の
若
者
を
対
象
に
空
き
店
舗
活
用
講
習
会
や
開
業
に
向
け
た
支
援
を
実
施

３
国
内
外
の
成
長
市
場
の
取
り
込
み
と
投
資
の
促
進

（
１
）
産
業
人
材
の
確
保
・
育
成
と
働
き
方
改
革
の
推
進

県
内
企
業
の
魅
力
を
発
信
す
る
と
と
も
に
就
労
環
境
の
改
善
を
促
進
し
、
多
様
な
人
材
の
活
躍
を
可
能
に
す
る
。

新
【
い
ま
若
者
に
伝
え
た
い
企
業
の
魅
力
発
信

事
業
】

1
,
0
8
6
千

円
円

・
首
都
圏
在
住
の
県
内
出
身
者
な
ど
に
向
け
て
県
内
企
業
の
魅
力
を
S
N
S
な
ど
で
発
信

新
【
働
き
方
改
革
推
進
事
業
】

5
3
,
5
2
4
千

円
円

・
公
労
使
会
議
の
意
見
を
踏
ま
え
、
職
場
の
課
題
解
決
に
向
け
た
セ
ミ
ナ
ー
や
専
門
家
に
よ
る
集
中
支
援
等
を
実
施

【
女

性
が
働
き
や
す
い
職
場
環
境
整
備
事
業
】

9
,
72
7
千

円
・
女
性
が
働
き
や
す
い
職
場
環
境
を
整
備
す
る
企
業
を
支
援

４
産
業
人
材
の
確
保
・
育
成
と
働
き
や
す
い
環
境
の
整
備

拡
【
事

業
承
継
推
進
事
業
】

9
,8
9
0
千

円
千

円
・
事
業
引
継
ぎ
支
援
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
に
よ
り
、
県
外
在
住
の
後
継
希
望
者
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
強
化

【
県
内

企
業
海
外
展
開
支
援
事
業
】

3
2
,
8
3
7千

円
千

円
・
継
続
的
な
取
引
に
つ
な
が
る
可
能
性
の
高
い
県
内
企
業
の
海
外
展
開
を
重
点
的
に
支
援

【
あ
き

た
企
業
立
地
促
進
助
成
事
業
】

3,2
2
9
,
2
1
4
千

円
・
県
内
に
立
地
す
る
企
業
の
工
場
等
の
新
増
設
に
係
る
初
期
投
資
経
費
に
対
す
る
支
援

新
【
デ

ジ
タ
ル

イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ

ン
推

進
事

業
】

9,
8
8
0
千
円

・
県
内
外
の
大
学
訪
問
や
高
校
生
等
を
対
象
と
し
た
特
別
ゼ
ミ
の
実
施
に
よ
る
人
材
の
確
保
・
育
成

・
企
業
の
ニ
ー
ズ
と
大
学
等
の
研
究
分
野
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
に
よ
る
商
品
開
発
や
共
同
研
究
の
促
進

新
【
Ｉ

ｏ
Ｔ
等

先
進

技
術
導
入

促
進

事
業

】
9
,
9
9
7
千
円

・
推
進
団
体
を
核
と
す
る
、
Io
T
や
A
I等
の
先
進
技
術
の
普
及
促
進

・
実
証
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
に
よ
る
Io
T
等
の
先
進
技
術
の
導
入
を
促
進

拡
【
産

業
技
術

セ
ン

タ
ー
に
よ

る
先

導
的

な
研

究
開
発

等
】

2
0
,
5
0
9
千
円
9

・
Io
T
計
測
装
置
と
A
Iを
用
い
た
生
産
性
の
向
上
を
図
る
シ
ス
テ
ム
の
開
発

・
Io
T
や
A
Iに
関
す
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
研
修
や
コ
ン
テ
ン
ツ
制
作
研
修
の
実
施

新
【
ベ

ン
チ
ャ

ー
企

業
等
の
立

地
促

進
】

2
,
1
1
6
千
円

・
有
望
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
開
拓
の
た
め
の
調
査
事
業
の
実
施

新
【
か

が
や
く

未
来

型
中
小
企

業
応

援
事

業
】

【
攻
め

の
サ

ー
ビ
ス

産
業

等
応
援

事
業

】
1
60
,
2
1
7
千
円

・
Io
T
や
A
I等
の
先
進
技
術
を
利
用
し
た
新
商
品
開
発
や
新
分
野
進
出
等
へ
の
取
組
を
支
援

・
新
た
な
生
産
方
式
導
入
や
プ
ロ
セ
ス
改
善
に
よ
る
生
産
性
向
上
へ
の
取
組
を
支
援

1



 

小規模企業者元気づくり事業について【新規】 

           

産 業 政 策 課 

 

 

１ 目 的  

県内企業の約９割を占める小規模企業者は、地域の住民生活に重要な役割を

果たしていることから、中小企業振興条例の新たな指針に基づき、小規模企業

者の経営革新や事業拡充に向けた取組を支援し、経営基盤の強化を図る。 

 

２ 概 要 

（１）事業内容                  

小規模企業者が、地域の商工団体等を活用しながら、経営改善計画の策定か

ら実施後のフォローアップまで一貫して行う、次の取組に対して支援する。  

①ＩＣＴの導入による付加価値・生産性の向上 

②県外への販路拡大 

③新商品・サービスの開発 等 

 

（２）補助事業 

・補 助 対 象 小規模企業者 

         ※小規模企業者とは、常時使用する従業員の数が 20 人以下の事業者 

（商業・サービス業（宿泊業・娯楽業は除く）は５人以下） 

 ・補助対象経費 事業計画に基づく事業に要する経費 

（機械装置購入費、新商品等開発費、展示会出展費、広告費等） 

・補 助 率 １／２ 

・限 度 額 １,０００千円 

    

３ 予算額                                    ３２,９３６千円 

                                       

内 訳   ・小規模企業者補助金（３０件分） ３０,０００千円 

             ・商工団体補助金          ２,７３３千円 

・事務費（謝金・旅費等）           １６５千円 

・基金積立金（運用益）          ３８千円 

 

 

※財源は「秋田県中小企業振興臨時対策基金」を充てる。 
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制度融資の概要について

産 業 政 策 課

１ 目 的

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、

制度融資により中小企業の資金繰りの円滑化を支援する。

２ 新規融資枠

（単位：億円）

資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠

中小企業振興資金 ２１７

一般資金等 ２１０

うち、働き方改革支援枠【新規】 １３

小規模事業振興資金 ７

うち、ＩＣＴ導入支援枠【新規】 ３

経営安定資金 通常枠（危機関連枠【新規】含む） １０６

新事業展開資金 ３０

事業革新資金等 １６

創業支援資金 ９

うち、女性・若者枠【新規】 ３

事業承継資金 ５

その他の資金 アグリ、企業再生、組合組織 １５

合 計 ３６８

３ 予算額 ４９,０４６,８６３千円

内 訳 ・預託金 ４８,５６３,０００千円

・保証料補助金 ４８３,８６３千円

４ 制度の見直し

（１）秋田県中小企業振興条例の新たな指針を踏まえた金融支援措置

① 働き方改革支援枠【中小企業振興資金（一般資金）】

「働き方改革」に取り組む企業に対する金融支援として、金利優遇枠を設定する。

・融 資 対 象 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者で、次の国認定制度

のいずれかを取得した者

ⅰ)経済産業省認定 健康経営優良法人

ⅱ)厚生労働省認定 えるぼし（女性活躍推進）

くるみん（仕事と子育ての両立支援）

ユースエール（若者雇用促進）

・年 利 率 固定１.９５％（通常分は２.１５％）

変動１.７０％（通常分は１.９０％）

・その他要件 一般資金と同じ
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② ＩＣＴ導入支援枠【中小企業振興資金（小規模事業振興資金）】

小規模事業者を対象に、生産性や付加価値の向上に向けたＩＣＴ導入支援のため、

金利優遇枠を設定する。

・融 資 対 象 ＩＣＴ導入による生産性や付加価値向上を図る小規模事業者

・融資限度額 ２０,０００千円

・年 利 率 １.７５％（通常分年利率は２.１５％、小口支援枠は１.９５％）

・その他要件 小規模事業振興資金と同じ

③ 女性・若者支援枠【新事業展開資金（創業支援資金）】

地域経済の新陳代謝が期待される女性、若者の創業促進のため、金利優遇枠を設

定する。

・融 資 対 象 女性及び３５歳未満の若者

・融資限度額 ２５,０００千円

・年 利 率 １.３０％（通常分年利率は１.５０％）

・保 証 料 率 企業負担０％（県０.５８％、保証協会０.３０％負担）

・その他要件 創業支援資金と同じ

（２）中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う措置

① 小規模事業振興資金の限度額引上げ

中小企業信用保険法の改正に伴う小口零細企業保証の保険限度額引上げに伴い、

対応する県制度融資の限度額を引き上げる。

・限 度 額 １２,５００千円 → ２０,０００千円

② 危機関連枠の創設【経営安定資金】

大規模な経済危機、災害等の事態に際して、国が新たにセーフティネットとして

危機関連保証をすることに伴い、対応する県融資制度を創設する。

・融 資 対 象 経済産業大臣が指定する大規模な経済危機、災害等の事象により売

上等が減少する等経営の安定に支障を生じていることについて、市

町村長の認定を受けた中小企業者

・融資限度額 ２８０,０００千円

・年 利 率 金融機関所定

・保 証 料 率 ０.８％以下

※信用保証協会の保証割合１００％（従来のセーフティネット保証のうち、不況

業種に対するもの(５号)の保証割合は１００％から８０％に引き下げられる。）

③ 創業支援資金の限度額引上げ

産業競争力強化法の改正に伴う創業関連保証の保険限度額引上げに伴い、対応す

る県制度融資の限度額を引き上げる。

・限 度 額 ２５,０００千円 → ３５,０００千円

④ 事業承継資金の要件拡充

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律の改正に伴い、事業承継資金

の融資対象者に法の認定を受けた「中小企業の代表者個人」を加えるとともに、承

継時に必要とする資金（株式取得資金等）を資金使途の対象とする。

５ 実施時期

平成３０年４月１日から実施する。
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いま若者に伝えたい企業の魅力発信事業について【新規】 

           

産 業 政 策 課 

 

 

１ 目 的   

  県内の魅力ある企業を若者などに積極的に伝えることにより、首都圏等から

のＡターン就職や高校生などの県内就職の促進を図る。  

 

２ 概 要 

（１）企業の魅力発信  

自社製品の開発や働き方改革の推進など魅力ある取組を行っている企業

を首都圏の若者の視点で取材し、その記事をＳＮＳなどで県内出身の大学生

や第二新卒者、県内高校生等へ発信する。 

・取材企業 ３０社（がんばる中小企業認定事業者などから公募予定） 

  

（２）高校生等への広報 

就職や進学により県外へ転出する県内高校生などに対し、情報発信サイト

のフォロワーを拡大するためのＱＲコード付きチラシを配布する。 

・配 布 先 県内高校５５校、首都圏・県内の大学など 

・配布枚数 ６,０００枚 

 

３ 予算額                    １,０８６千円 

      内 訳   ・職員旅費            １００千円 

                 ・需用費             １８０千円 

         ・役務費              ４０千円 

                 ・委託料（取材旅費、執筆料等）  ７４９千円 

         ・使用料              １７千円 
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医療福祉関連産業成長促進事業について 

 

                                 地域産業振興課 

 

 

１ 目 的 

医療福祉関連産業の成長を促進するため、医療福祉分野の設備機器等に関するニーズ

を収集するとともに、県内企業と医療福祉機器製造販売業者等とのマッチングを図るほ

か、新製品の開発支援や担い手人材の確保・育成を推進する。 

 

２ 概 要 

（１）マッチング推進事業                      １,６２０千円 

   県内企業と医療福祉機器メーカー等とのマッチングを図る。 

   ・メディカルショージャパン＆ビジネスエキスポ２０１８出展支援 

   ・企業ガイドブックの作成（１,０００部）等 

 

（２）医工連携人材育成事業（企業版ふるさと納税制度活用）      ３,２７２千円 

  県内企業に医療福祉関連産業に係る知識等を修得する機会を提供し、中核人材の育

成を図るとともに、県内大学に対し、関連企業をＰＲし、製品開発を担う人材の県内

就職を促進する。 

   ①医療福祉関連産業創生塾開催事業 

     医療福祉関連産業への参入に必要な関係法令や、医療機器の構造等の修得に向

けた塾を開催する。 

    ・開催回数 年４回 

   ②医療福祉関連産業理解促進セミナー開催事業 

     県内大学において、県内企業による開発技術に係る展示と講演を行う。 

 

（３）課題解決型医療福祉機器開発事業                ８,８３３千円 

医療機関から医療ニーズを収集し、製造販売業者等に提供するとともに、製造販売

業者等と共同で製品開発を行う県内企業に対して支援する。 

①委託事業 

・委託事業者（医工連携に係る調査会社）による医療ニーズ収集 

・製造販売業者等を対象としたニーズ発表会の開催 

・製造販売業者等と県内企業とのマッチング 

②補助事業 

マッチングによる優れた事業案に対する開発支援 

・補助対象者 県内企業 

・補 助 率 ２／３ 

・限 度 額 ５,０００千円 

・補 助 期 間 交付決定日から最長２４カ月 
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３ 予算額                        １３,７２５千円 

        

   内 訳   ・旅費                  １,０５７千円 

・委託料                 ７,００４千円 

・使用料                  ４９４千円 

・補助金                 ５,０００千円 

・その他                  １７０千円 

 

 

  【課題解決型医療福祉機器開発事業のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関のニーズ収集 

医療ニーズの提示（発表会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造販売業者等と医療ニーズの 

マッチング 

製造販売業者等の製品開発 

案件の提示 

補助金公募・採択 

医療機関から 

製造販売業者等

へ提示 

製造販売業者等

と県内企業の 

マッチング 

製品開発 

補助金交付 

委

託

事

業 

補

助

事

業 
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ものづくり中核企業成長戦略推進事業について 

           

地域産業振興課 

 

１ 目 的  

  地域経済の中核的役割を担うことのできる企業の創出を促進し、県内産業の
活性化を図るため、地域経済の牽引役を目指す企業が行う競争力強化に向けた
技術開発等に対して支援を行う。  

 

２ 概 要  

（１） 事業内容 
   地域経済の牽引役を目指す企業を支援対象企業として認定し、新技術の開

発や新市場への進出等、将来にわたって企業の成長が見込まれるプロジェク
トに対して、成長戦略の策定から事業化まで一貫した支援を実施する。  

 

（２） 補助事業 
・補助対象 直近３カ年の平均売上高が３億円以上または従業員数が 

３０人以上の、製造業を営む中小企業者 
・補 助 率 コネクターハブ枠 ２／３ 
       通常枠 １／２  

※コネクターハブ枠は、県外から付加価値の高い受注を獲
得し、県内発注を増加させるなどの取組により地域経済
の牽引役を目指す企業を対象とする。 

・限 度 額 １５,０００千円/年度 
・補助期間 最長３カ年度 

 

３ 予算額                     １５５,４０４千円 
内 訳   ・補助金（新規５件分）      ７５,０００千円 

・補助金（継続５件分）      ７５,０００千円 
         ・人件費（コーディネーター報酬）  ５,３３３千円 
         ・職員旅費               ７１千円 

 

《 参 考 》平成２９年度認定企業の取組内容 

 企業名（所在地） 事業年度 取組テーマ 

 

コネクター 

ハブ枠 

 

株式会社ホクシンエレク

トロニクス（秋田市） 

Ｈ２９～ 

Ｈ３１ 

精密成形技術を活用した一体型メッシ

ュ構造の新マウスピースの開発 

ナガイ白衣工業株式会社 

（大仙市） 
Ｈ２９ 

ポケット口芯地貼付工程自動化技術の

確立 

 

 

 

 

通常枠 

株式会社共進 

（にかほ市） 

Ｈ２９～ 

  Ｈ３０ 

電子デバイス産業等関連の機械部品加

工の技術開発と技術強化 

タミー株式会社 

（湯沢市） 

Ｈ２９～ 

 Ｈ３１ 

車載コネクター用高精度金型の技術開

発 

東光鉄工株式会社 

（大館市） 

Ｈ２９～ 

 Ｈ３１ 

多目的防水ドローンの開発 

株式会社宮腰デジタルシ

ステムズ（横手市） 

Ｈ２９～ 

 Ｈ３１ 

世界初新型インクジェットプリンター

の開発 
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戦略産業人材獲得支援事業について【新規】 

 

地域産業振興課 

 

 

１ 目 的  

成長分野において、製品開発や生産性向上など、専門的な能力や経験を有 

する人材の獲得を支援し、県内企業の競争力強化を図る。 

    ※成長分野 

第３期ふるさと秋田元気創造プラン等で成長分野と位置づけられている

航空機産業、自動車産業、新エネルギー関連産業、医療福祉関連産業、

情報関連産業 

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

県外からの人材還流を促進するため、マッチングに至る割合が高い民間人 

材紹介事業者を通じ、県内への移住が伴う形で県外在住の専門人材を雇用し 

た企業に対し、人件費等の一部を助成する。 

 

   ※専門人材 

製品開発や生産性の向上、国内外の販路拡大など、企業の成長に資する 

取組を実行できる能力や経験を有する人材 

※民間人材紹介事業者 

企業から求人の依頼を受け、自社に会員登録している転職希望者等から 

適した人材を選定し、求人企業へ紹介を行う事業者 

 

（２）補助事業 

     ・補 助 対 象 県内に本社又は本店を置く中小企業 

（成長分野に関連するものに限る） 

   ・補助対象経費 給与、社会保険料、転居費用 

   ・補 助 率 １／２ 

   ・限 度 額 １,０００千円 

   ・補 助 期 間 最長６カ月 

 

３ 予算額                    ７,０００千円（補助金） 

                       （１,０００千円 × ７件） 

 

9



 

 

４ 事業の仕組み 
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ＩｏＴ等先進技術導入促進事業について【新規】 

 

                                地域産業振興課 

 

 

１ 目 的 

県内企業の生産性向上等による付加価値向上を図るため、ＩｏＴ※1やＡＩ※2等先進技術の

導入を促進する。 

 

２ 概 要 

（１）ＩｏＴ等先進技術普及促進・人材育成事業             ４,９９７千円 

県内企業に対し、先行導入事例などＩｏＴ等の先進技術に関する情報を提供するほか、

ＩｏＴ技術の体験研修や、導入に向けた助言等を行う。             

①ＩｏＴ等先進技術導入セミナーの開催（全６回） 

②ＩｏＴ技術体験研修会の開催（４会場：県北、県央２カ所、県南） 

③「ＩｏＴ診断」の実施 

ＩＴと企業経営両方の知識を持つＩＴコーディネータや、産業技術センターの研究

員等がチームを結成し、導入に向けた技術的な助言等を行う。 

 

（２）ＩｏＴ等先進技術導入実証事業                  ５,０００千円 

ＩｏＴ等先進技術の導入に際し、県内企業のモデルとなる取組を支援し、導入に当たっ

ての課題解決手法や導入効果等を検証することにより、県内企業への導入を促進する。 

・補 助 対 象 県内製造業 

・補助対象経費 機械装置費、ソフトウェア導入費、サーバ設置費 等 

・補 助 率 １／２ 

・限 度 額 ２,５００千円 

   ・補 助 期 間 交付決定日から年度末まで 

・採 択 件 数 ２件 

 

３ 予算額                              ９,９９７千円  

 

   内 訳    ・報償費                    １,９６０千円 

・旅費                     １,６６８千円 

・需用費                     ８４０千円 

・使用料及び賃借料                ５２９千円 

・補助金                    ５,０００千円 

 

  

 

 

 

ＩｏＴ推進団体４回 

次世代農業機器２回 

 

 

※１ ＩｏＴ（Internet of Things、モノのインターネット） 
従来は主にパソコンやサーバ、スマートフォン等の情報通信機器が接続されていたインターネ
ットに、家電や車、工場の設備等の様々なモノを接続すること。 

※２ ＡＩ（Artificial Intelligence、人工知能） 
人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣したソフトウェアやシステム。論理的
な推論を行ったり、経験から学習したりするコンピュータプログラムなどのこと。 
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受 注 情 報

見 積 書

労 働 力 人 口 減 少 へ の 対 応 と 生 産 性 の 向 上
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価
値
向
上

働
き
方
改
革
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t
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かがやく未来型中小企業応援事業について【新規】 

           

地域産業振興課 

 

 

１ 目 的  

  意欲を持って、自社の生産性の向上や経営力の強化を図ろうとする県内企業

の新規性の高い取組を支援することで、県内産業の活性化を図る。  

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

自社の強みやＩｏＴ等先進技術の活用等により、次に掲げるいずれかの事

業に意欲的に取り組む企業を支援する。  

①新商品の開発、生産、販売  

②新たな生産方法の導入  

③新分野進出  

（２）補助対象 

県内中小企業者（製造業） 

（３）補助対象経費 

新商品開発、新生産方法導入、新分野進出等に要する経費  

・専門家活用等に要する経費  

・新商品開発のための経費  

・機械器具等の導入に要する経費  

・販路開拓に要する経費 等 

（４）補助率等 

・補助率 １／３（小規模企業者・ベンチャー企業は１／２）  

・限度額 中小企業者         １０ ,０００千円  

    小規模企業者・ベンチャー企業 ５ ,０００千円 

（５）補助期間 

交付決定日から１２カ月以内  

 

３ 予算額                １３０,１７０千円 

 

    内 訳   ・職員旅費            １７０千円 

                 ・補助金          １３０,０００千円 

  中小企業者          １０件分 

小規模企業者・ベンチャー企業  ６件分 

 

※本事業は、中小企業振興条例の趣旨に基づき実施してきた「がんばる中小 

企業応援事業」を、条例の指針の見直しに合わせ、再構成したもの。 
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あきた中小企業応援ファンドについて 

 

地域産業振興課 
 

 

１ 目 的  

  県内中小企業の新商品開発や販路拡大等を支援するため、基金を積み増しし、

地域中小企業応援ファンドを継続する。  

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

   あきた企業活性化センターが運用している地域中小企業応援ファンドが、

平成３０年１１月に一旦終了する。 

平成３０年度以降、中小企業基盤整備機構からの貸付金４０億円を活用し

てファンドを継続するためには、３割の地元負担が要件となることから、既

存の基金等の１,３３８,４２６千円に加え、不足となる３７５,８６０千円を

新たに貸し付ける。 

 

（２）事業期間 

   １０年間  

 

（３）事業実施主体 

（公財）あきた企業活性化センター  

 

３ 予算額                  ３７５,８６０千円（貸付金） 

 

４ ファンドの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業基盤整備機構貸付金  

４０億円  

あきた企業活性化センター基金等 

 

約 13.4 億円  

 

今回 

予算措置 

 

中小機構：負担 7 割  地元：負担３割  

中小企業基盤整備機構貸付金  

４０億円  

あきた企業活性化センター基金等 

 

約 13.4 億円  

 

国補助金(返還) 

約 6.1 億円 

現行ファンド総額 約 59.5 億円（5,947,226 千円）  

新たなファンド総額 約 57.1 億円（5,714,286 千円）  

不足額  

約 3.8 億円  
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《 参 考 》 

○あきた中小企業応援ファンドの実績について 
（平成２０年１１月～平成３０年１月末） 

 

運用収入      ８１８,９７３ 千円   

助成件数         ２５０ 件    

助 成 額      ７６１,３２０ 千円   

             （事業継続中のものは交付決定額による。） 

○助成メニュー 

メニュー 中小企業者等支援事業 共同研究助成事業 中小企業支援機関実施

事業 

対象事業 新商品開発、販路拡大、

事業転換 等 

新商品、新技術開発等に

向けた大学、公設試等と

中小企業との共同研究 

商談会、展示会等によ 

る中小企業の販路拡大 

や新分野進出に向けた 

技術講習等 

補助率 1/2～2/3 2/3～3/4 10/10 

上限額 3,000千円～10,000千円 5,000千円～10,000千円 5,000 千円 

採択件数 １７８件 ３９件 ３３件 

助成額 ５１７,０５０千円 １４５,２２８千円 ９９,０４２千円 

 

○活用例 

①太平化成工業(株)  (秋田市) スマートメーター用部品の研磨処理技術の開発 

②(株)大栄木工    (能代市) 木製防火扉の開発（国内初の防火認定取得） 

③(株)斉藤光学製作所 (美郷町) 電子・光学部品向け平面ガラス材の加工技術の開発 

④(株)アクトラス   (横手市) 点滴センサーの開発 
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新世代航空機部品製造拠点創生事業について 

           

輸送機産業振興室 

 

 

１ 目 的  

  秋田発の技術シーズによる複合材の革新的な低コスト成形技術を産学官共

同で研究開発することにより、航空機構造物の製造拠点化を目指すとともに、

その途上において建築土木・自動車等多様な分野での事業化を図る。  

 

２ 概 要 

秋田複合材新成形法技術研究組合に以下の事業を委託する。  

※秋田複合材新成形法技術研究組合とは、技術研究組合法に基づく法人で、

産業活動において利用される技術の試験研究を共同で行うための組織  

・法人設立 平成２９年４月３日  

・代  表 理事長 小川信明（秋田大学理事）  

・組  合  員 秋田大学、秋田県立大学、 (株 )三栄機械、日本精機 (株 ) 

     

（１）技術研究組合による事業化の推進          １０,０５０千円 

事業を統括する技術研究組合において、技術開発の円滑な運営と知的財産

の一体的な管理を行い、県内事業化を推進する。  

 

（２）複合材の新たな成形技術の開発           ６９,１９８千円 

平成２８年度に開発した製造装置を活用して、複合材の品質向上を図ると

ともに、立体形状化の成形技術を開発する。  

 

（３）複合材の接合検査技術の開発              ５,２１１千円 

平成２８年度に開発した接合検査装置を活用して、複合材接着品質の検査

精度向上を図るとともに、立体形状に対応した検査技術を開発する。  

 

（４）建築・土木分野への応用可能性調査           ３,５００千円 

開発している成形技術の建築・土木分野での応用可能性を検討するため、

橋梁等施設の補修を想定した接合技術等の評価試験を実施する。  

 

３ 予算額                          ８９,３２７千円 

                        財源内訳 ○国  ４３,９７９千円 

                             ㊀ ４５,３４８千円 

 

内 訳  ・職員旅費                   １,３６８千円 

・委託料                   ８７,９５９千円 
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委託料の内訳 

   ①技術研究組合管理・運営費       １０,０５０千円 

・事務経費（人件費等）         ７,９５０千円 

・特許出願手数料等           ２,１００千円 

   ②複合材の新たな成形技術の開発     ６９,１９８千円 

    ア 微小金属体製造技術の開発   

      ・装置改良費           ５,５００千円 

      ・材料費等            ３,０００千円 

      ・研究補助員賃金等        １,２８７千円 

    イ 加熱成形技術の開発      

      ・装置改良費          ４７,４５９千円 

      ・材料費等           １０,２００千円 

      ・研究補助員賃金等        １,７５２千円 

   ③複合材の接合検査技術の開発       ５,２１１千円 

    ・装置改良費               ３,３４０千円 

    ・材料費等                  ５００千円 

    ・研究補助員賃金等            １,３７１千円 

   ④建築・土木分野での接合・接着評価試験 ３,５００千円 
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新世代パワーユニット中核拠点創生事業について 

           

輸送機産業振興室 

 

 

１ 目 的  

  自動車・航空機産業で今後拡大が見込まれる電気モーター等の新世代パワー

ユニットの製造拠点化を図るため、モーターコイルに関する革新的な技術を有

する県内企業を中心としたコイル製造の一貫工程化に向けた取組等を支援す

る。  

 

２ 概 要 

（１）一貫工程化に対する支援 

①生産性の高い生産体制構築への支援           ３,５０８千円 

コイルを製造する県内企業にアドバイザーを派遣し、一貫工程化及び量産

化に向けた生産体制構築を支援する。 

     

②技術習得等への支援                  ５,８８９千円 

特殊塗装技術習得や、大学との共同研究に要する経費に対し助成する。  

・補 助 対 象 複数企業で構成する事業組合 

・補助対象経費 技術習得に必要な講師招聘・社員派遣に要する経費 

           大学との共同研究に要する経費 

・補 助 率 １／２ 

 

（２）自動車部品のサプライチェーン形成促進          １１６千円 

防錆塗装工程を県外に発注している県内企業に対し、本事業の助成によっ

て新たに県内に整備される防錆事業の利用を促進し、県際収支の改善を図る。 

 

３ 予算額                        ９,５１３千円 

財源内訳 ○国 ４,７５６千円 

                            ㊀４,７５７千円 

 

内 訳   ・報償費                    １,８００千円 

・旅費                     １,５９９千円 

・需用費                       ２０千円 

・使用料                      ２０５千円 

・補助金                    ５,８８９千円 
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《 参 考 》 

 

○スケジュール 

 

H29年度
4Q
（1～3月）

1Q
（4～6月）

2Q
（7～9月）

3Q
（10～12月）

4Q
（1～3月）

1Q
（4～6月）

2Q
（7～9月）

3Q
（10～12月）

4Q
（1～3月）

H30年度 H31年度

事業組合

県

☆

発注元と覚書

量産設備仕様決定

量産設備設置
性能

試験

本設計 工場設置

技術習得

生産ライン立上

生産体制構築への支援（生産改善アドバイザー派遣）

☆

試験設備設置への支援

☆

量産設備設置への支援

技術取得等への支援

県内企業訪問（自動車部品のサプライチェーン形成促進）
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航空機システム電動化研究推進事業について【新規】 

           

輸送機産業振興室 

 

 

１ 目 的  

  県内に航空機システム電動化の研究開発拠点を創生し産業化の基盤とする

ため、産学官金による共同研究活動を支援する。  

 

２ 概 要 

航空機燃料ポンプの電動化研究を、秋田県立大学等が大手重工と共同で進め

る取組に対し、研究に要する経費を支援する。 

・補 助 対 象 秋田県立大学（共同研究：大手重工） 

・補助対象経費 試験研究に要する経費 

（材料費、遠隔モニタリングシステム構築費等） 

・補 助 率 １０／１０ 

・限 度 額 １０,０００千円 

 

３ 予算額                    １０,０００千円（補助金） 

財源内訳 ○国 ５,０００千円 

                            ㊀５,０００千円 

 

 

 

《 参 考 》 

（県内における燃料ポンプ電動化の取組） 

○秋田リサーチイニシアティブ（ARI：Akita Research Initiative）H29.12 設立  

参加メンバー：秋田県立大学、秋田大学、秋田銀行、秋田県  

（共同研究者：大手重工、 (株 )アスター、 (株 )三栄機械） 

 

○燃料ポンプ電動化研究スケジュール 

 

1Q
（4～6月）

2Q
（7～9月）

3Q
（10～12月）

4Q
（1～3月）

H30年度

燃料ポンプ電動試験
電動

試験

遠隔

モニタ

リング

構築

試験結果分析

電動化 初期試験

秋田県内での事業化（量産化）を

目指す
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 あきた企業立地促進助成事業について 

 

 産 業 集 積 課 

 資源エネルギー産業課 

 

１ 目 的 

  本県経済に対する波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場等の新

増設のための設備投資及び雇用等に係る費用の一部を助成する。 

 

 

２ 概 要 

（１）あきた企業立地促進助成事業 

① 設備投資支援型 

・対 象 業 種 製造業（環境・エネルギー型、資源素材型企業を含む）、 
研究開発型、流通関連業、情報通信関連業 

・投資額要件 ３億円以上(土地代を除く) 
・雇 用 要 件 新規常用雇用者１０人以上 
・補 助 率 １０％(要件に応じた補助率の加算あり) 
・限 度 額 ５億円(要件に応じた限度額の加算あり) 
 

② 事業集約支援型 
・目   的 県内への事業集約の推進 
・対 象 業 種 製造業及び製造関連サービス業 
・投資額要件 事業集約に伴う経費１,０００万円以上 

・雇 用 要 件 新規常用雇用者２人以上 
・補 助 率 ２０％(集約経費) 
・限 度 額 ２,０００万円 

 

 
３ 予算額                              ３,２２７,２２４千円（補助金） 
 
     内 訳 ・産業集積課分       (２６件) ２,０２６,１３５千円 
           ・資源エネルギー産業課分(７件) １,２０１,０８９千円 
       （環境・エネルギー型、資源素材型） 
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（参　考）平成３０年度当初予算内訳

１．企業立地促進事業

　（１）あきた企業立地促進助成事業（あきた企業立地促進助成事業補助金）

【産業集積課分】

1 DOWAｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ秋田（株）（2期） 秋田市 継続 34 8,500 8,500

2 ミサキ化学工業（株） にかほ市 継続 13 3,250 3,250

3 （株）ＹＧＦ 湯沢市 継続 100 25,000 25,000

4 ティディエス（株） 北秋田市 継続 10 2,500 2,500

5 ニプロファーマ(株) 大館市 継続 78 19,500 19,500

6 秋田グルーラム(株) 大館市 継続 10 2,500 2,500

7 アルフレッサファインケミカル(株) 秋田市 継続 10 2,500 2,500

8 セイコーエプソン(株)、秋田エプソン（株） 湯沢市 継続 7,470,418 714,084 37 9,250 723,334

9 秋田海陸運送（株） 秋田市 継続 10 2,500 2,500

10 Tianma Japan（株） 秋田市 新規 2,000,000 30,000 78 19,500 49,500

11 大橋鉄工秋田(株) 横手市 継続 17 4,250 4,250

12 （株）花火創造企業 大仙市 継続 11 2,750 2,750

13 ニプロ（株） 大館市 継続 14,253,234 425,323 180 45,000 470,323

14 睦特殊金属工業(株) 横手市 継続 30 7,500 7,500

15 日立オートモティブシステムズステアリング（株） 横手市 継続 12 3,000 3,000

16 (株)宮腰デジタルシステムズ 横手市 継続 11 2,750 2,750

17 秋田バイオマスチップ(株) 大仙市 新規 159,922 15,992 10 2,500 18,492

18 住鉱テック(株) 能代市 新規 583,000 58,300 58,300

19 フカイ工業 潟上市 継続 10 2,500 2,500

20 （株）グラノプト 能代市 新規 478,470 47,847 47,847

21 （株）プレステージ・インターナショナル 横手市 新規 2,000,000 200,000 200,000

22 ＪＵＫＩ電子工業（株） 湯沢市 新規 354,714 53,207 10 2,500 55,707

23 三和精鋼（株） にかほ市 新規 756,000 151,200 151,200

24 Ｔｉａｎｍａ　Ｊａｐａｎ（株） 秋田市 新規 40,000 6,000 6,000

25 株式会社村田指月FCソリューションズ 羽後町 新規 993,550 149,032 149,032

26 住鉱テック（株） 能代市 新規 37,000 7,400 7,400

26件 29,126,308 1,858,385 671 167,750 2,026,135

【資源エネルギー産業課分（環境・エネルギー型、資源素材型）】

1 ＴＤＫ（株） 由利本荘市 継続 17,138,424 500,000 500,000

2 秋田製錬（株） 秋田市 新規 2,524,990 378,748 378,748

3 日本新金属（株） 秋田市 新規 1,855,607 278,341 278,341

4 エコシステム秋田（株） 大館市 継続 29 7,250 7,250

5 （株）小滝電機製作所 大館市 継続 112 28,000 28,000

6 能代FCR有限責任事業組合 能代市 継続 15 3,750 3,750

7 日本新金属（株） 秋田市 継続 20 5,000 5,000

7件 21,519,021 1,157,089 176 44,000 1,201,089

33件 50,645,329 3,015,474 847 211,750 3,227,224

資源エネルギー課　計

あきた企業立地促進助成事業　計

投下固定資産 雇用奨励費

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額

（千円）
対象人数

（人）
補助予定額

（千円）

産業集積課　計

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別

雇用奨励費

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額

（千円）
対象人数

（人）
補助予定額

（千円）

投下固定資産

番
号

企　業　名 所在地
新継
の別
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対象業種

基 本 １０％ 

５％ 

新規常用雇用者 ３０人以上

(最大４０％) (最大３０％) 特別加算

製造業(環境・エネルギー型、資源素材型を含む。)、情報通信関連業、流通関連業

補助要件

新規常用雇用者数
５人（環境・エネルギー型企業で従業員100人以下の
場合、または本社機能移転の場合は２人）

投　資　額
１億円以上３億円未満（土地代を除く。環境・エネ
ルギー型企業（電気業等は除く）は３千万円以上）

生産工程等において第４次産業革命分野を活用
５％ 

該当件数×５％（最大１５％）

人材育成費
重点分野事業の人材育成に要する経費の１／２
（限度額２５万円／人：初年のみ１回限り）

補助率
加算要件

地域未来投資促進法に基づく促進区域かつ対象業種
５％ 

環境・エネルギー型企業、資源素材型企業

新規常用雇用者のうち５０％以上が女性
（指定業種及び年齢要件あり）

※特別加算項目

①経済波及効果
設備投資額及び生産額の増加(5年間)に伴う経済波及効果額が、補
助対象額の一定の倍数以上期待されること。

②現地調達率 生産に伴う原材料県内調達の率が一定割合以上期待されること。

③県内不足業種
県外への業務委託が多い事業分野に属する企業（メッキ、熱処理、
塗装、プレス、金型など）であること。

④大規模雇用 概ね１００人以上の雇用増加が期待されること。

⑤本社機能等の移転等 本社機能等移転促進事業補助金の指定を受けた企業であること。

《 参 考 》 

はばたく中小企業投資促進事業について【新規】 

 

１ 目 的 

  成長分野への参入など事業拡大に向けた設備投資と雇用拡大を行う中小企業

を「はばたく中小企業」として認定し、当該企業の新たな取組を支援すること

で、新たな雇用機会の創出と地域経済の活性化を図る。 

 

２ 概 要 

（１）補助要件等 

 
 
 

（２）交付限度額 ３,０００万円 

 

（３）施行期日（予定） 平成３０年４月１日 

 

３ 予算について 

平成３０年度から新たに認定した案件について、補助金の支出が見込まれる時

期に合わせて、予算の計上を行う。 

 

※本事業は、中小企業振興条例の趣旨に基づき実施してきた「がんばる中小企業
応援事業（企業立地・雇用増加型）」を、条例の指針の見直しに合わせ、再構
成したもの。 
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起業者を呼び込める商店街づくり支援事業について【新規】 

（商業活性化・まちづくり支援事業） 

           

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的  

  空き店舗を活用した新事業の創出を促進し、市街地における商業・サービ

ス業の振興を図るため、市町村と連携して、商店街の若手人材の育成や空き

店舗と起業者とのマッチング等を支援する。  

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

新事業創出のノウハウを有する事業者等に委託し、商店街の若手人材を

中心とした、商店街活性化に向けた将来ビジョンの策定や空き店舗活用案

の検討、地域内外から起業者を呼び込むための取組等を支援する。 

①ビジョン策定と空き店舗活用ワークショップの開催 

商店街若手人材と市町村の協働による将来ビジョン及びビジョンに基

づく空き店舗活用案をまとめる。（各地区５回程度） 

②起業者とのマッチング支援 

空き店舗に起業者を呼び込むためのプレゼンイベント（ビジョンや空き

店舗活用案の紹介）を開催し、起業者の公募・選定を行う。 

③空き店舗での開業に向けた取組等支援 

空き店舗を活用する起業者を中心に、専門家の助言・指導を受けて起業

プランを精査し、開業に向けた取組をスタートする。 

④成果等の情報発信 

報告会を開催するとともに、随時ＳＮＳ等による取組状況の情報発信を

行う。 

（２）実施地区 

２箇所程度 

（３）委託予定先 

空き店舗を活用した新事業創出のノウハウを有する事業者等（公募）   

 

 

 

 

 

① 

ビジョン・空き店
舗活用案の策定 

② 

起業者との 

マッチング 

③ 

起業プランの 

精査・実行 

④ 

成果報告、ＳＮＳ
発信（随時） 

〈事業イメージ〉 
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３ 予算額                     ６,７８２千円 

 

        内 訳 ・消耗品費、通信費         ６５千円 

                 ・委託料            ６,７１７千円 

                  

      委託料の内訳  

         ・講師謝金          １,３００千円  

         ・講師旅費            ２９３千円  

         ・ワークショップ等運営費   ３,３８０千円  

         ・広報費           １,０００千円  

         ・会場使用料           ２４６千円  

・消費税及び地方消費税      ４９８千円   
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女性・若者起業家応援事業について【新規】 

（あきた起業促進事業） 

 

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的 

  女性や若手起業家の事業拡大に向けた個別集中支援を行うとともに、その成

功事例をモデルとして、県内における起業意識の醸成を図る。 

 

２ 概 要 

（１）事業内容 

女性や若手起業家が掲げる目標達成に向けて、成長を促す助言を行いなが

ら、必要なスキル習得のための個別支援を行うとともに、事業拡大に欠かせ

ない提携先企業とのマッチング等を支援する。 

①各支援対象企業の成長を促すためのマンツーマン指導（各社月３回程度） 

②事業拡大に必要なスキル習得のための研修 

③提携先とのマッチング支援  

（２）対象者 

女性又は若者（３５歳未満）かつ、起業後５年以内の起業家を公募し、 

３社程度を選定 

（３）委託予定先 

事業拡大を達成するプログラムを策定・実施可能な事業者（公募） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額                   １１,７５８千円（委託料） 

 

委託料の内訳 

      ・講師謝金            ４,９８０千円 

      ・講師旅費            ４,６１４千円 

      ・審査員謝金・旅費         ２７４千円 

      ・個別指導プログラム等運営費   １,０１９千円 

      ・消費税及び地方消費税       ８７１千円  

〈事業イメージ〉 
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攻めのサービス産業等応援事業について【新規】 

           

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的  

  商業・サービス業等の新たな展開に向け、社会ニーズに対応した付加価値

の高いサービスの創出や販路拡大、先進技術の活用等による新規性の高い取

組を支援し、県内産業の活性化を図る。 

 

２ 概 要 

（１） 事業内容 

自社の強みやＩｏＴ等の先進技術を生かして行う次に掲げる取組を支

援する。 

 ①新商品・サービスの開発、生産、販売 

 ②サービス提供プロセスの改善等による生産性向上 

 ③新分野進出 

 

（２）補助対象 

   県内中小企業者（非製造業） 

 

（３） 補助対象経費 

新商品・サービスの開発等に要する試作費、設備導入費、広告宣伝費等 

 

（４）補助率等 

   ・補助率 １／３（小規模企業者・ベンチャー企業は１／２） 

   ・限度額 ５,０００千円 

 

（５）補助期間 

   交付決定日から１２カ月以内 

 

３ 予算額                   ３０,０４７千円 

                  財源内訳  ○入 １０,０００千円 

                        ○一 ２０,０４７千円 

 

        内 訳    ・職員旅費            ４７千円 

                    ・補助金（６件分）     ３０,０００千円 

 

 

※本事業は、中小企業振興条例の趣旨に基づき実施してきた「がんばる中小企

業応援事業」を、条例の指針の見直しに合わせ、再構成したもの。  
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デジタルイノベーション推進事業について【新規】 

 

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的 

新しい技術やデバイスの普及により市場及び商機が拡大している情報関連産業にお

いて、首都圏等における人材確保や情報収集を推進するとともに、高校生やＩＣＴ企

業従事者等を対象とした人材育成を図る。 

 

２ 概 要 

（１）未来を創るＩＣＴ強化事業             ６,５０１千円 

ＩＣＴに精通した職員（非常勤）１名を企業立地事務所内に配置し、首都圏大学

の理系学部、研究室等を訪問し、県内ＩＣＴ企業のＰＲを行い、本県出身学生等の

県内就職を促進する。 

また、首都圏のＩＣＴ企業等から、業界の最新情報やマーケット動向の情報を収

集し、県内企業に提供する。 

 

     内 訳  ・非常勤職員報酬            ４,３５４千円 

          ・共済費                  ７０５千円 

          ・職員等旅費                ９１３千円 

・消耗品費、通信費              ５２９千円 

        

（２）未来のＩＣＴスペシャリスト育成事業       １,７０８千円 

県内の高等学校のコンピュータ部等に所属するなど、プログラミング等のＩＣＴ

技術に興味がある生徒を対象に、ＡＩやロボットなどＩＣＴの最先端分野に関する

特別ゼミを実施し、飛び抜けたＩＣＴ人材を育成する。 

・事業内容 ①講話（ＡＩ理論やＩＣＴの未来についてなど） 

      ②プログラミング実習（３日間、６ｈ／日、９０分×４コマ） 

・実施時期 平成３０年７～８月（予定：夏休み期間） 

・参加人数 ２０名程度 

・委 託 先 プログラミング指導ができる民間企業等（公募） 

 

     内 訳   ・講師謝金                  １６０千円 

・講師旅費                   ５５千円 

           ・印刷費、通信費              １２９千円 

・委託料                 １,２８１千円 

           ・会場使用料                 ８３千円 
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     委託料の内訳 

          ・講師謝金                 ４３５千円 

          ・講師旅費                  ７８千円 

          ・教材費                   ４００千円 

・研修機材（ＰＣ、サーバ、ＮＷ等）     ２７４千円 

・消費税及び地方消費税           ９４千円 

 

（３）情報関連産業レベルアップ支援事業        １,５００千円（補助金） 

関係業界の技術革新が早いことから、県内企業の積極的な新技術対応や高度なス

キル習得を促進するため、首都圏で開催される最新の情報・技術研修等への参加に

要する費用の一部を補助する。 

・対象経費 旅費、宿泊費、受講料等 

・補 助 率 １／２ 

・限 度 額 ３００千円（想定企業数：５社） 

 

（４）県内ＩＣＴ人材定着事業               １７１千円（消耗品費等） 

①県内企業紹介イベントへの出展 

県が主催する県内大学での企業紹介イベントにおいて、ＩＣＴ企業のブースを

設けて、企業の魅力をＰＲすることにより、大学生の県内就職を促進する。 

②ＩＣＴシーズ＆ニーズ交流会の開催 

県内大学、産業技術センター及び県内ＩＣＴ企業がそれぞれの研究内容や商品

等を持ち寄り、シーズ＆ニーズ交流会を開催し、商品開発や共同研究を促進する。 

       

３ 予算額                          ９,８８０千円 

                     財源内訳  ○諸      １３千円 

○一  ９,８６７千円 
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新エネルギー産業創出・育成事業について

資源エネルギー産業課

１ 目 的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネルギー関連

産業への県内事業者等の進出を促進する。

２ 概 要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 １,６６５千円

①風力等導入促進に係る情報収集等

②自然公園内の地熱発電に係る優良事例形成の支援

地元で進められる合意形成を支援するための関係機関への協議等

③再生可能エネルギー地域共生事業検討会【新規】

再生可能エネルギー発電事業が、地域と共生しながら長期間運用されていくため

に、発電事業が地域の生活環境・自然環境へ与える影響を減少させる方策や地域貢

献策等について、市町村とともに検討

内 訳 ・講師謝金 ８０千円

・職員、講師旅費 １,１８５千円

・消耗品、通信費、使用料等 ４００千円

（２）県内発電事業者等育成事業 ６,１４４千円

①風力発電等アドバイザー派遣

事業運営やメンテナンス技術等に関するアドバイザーの派遣（３回分）

②風況調査補助金

県内事業者が実施する風況調査に要する経費の助成（新規１件、継続２件）

・補助対象経費 風況観測用機器の取得、設置及び観測に要する経費

・補 助 率 １／２

・限 度 額 ４,０００千円

・補助対象期間 ３年以内

内 訳 ・有識者謝金 １５０千円

・職員、有識者旅費 ２４４千円

・風況調査補助金 ５,７５０千円
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（３）新エネルギー関連産業創出支援事業 １３,５２３千円

①風力発電に係るメンテナンス人材育成プロジェクト

風力発電メンテナンス人材育成システムの構築を目指し、県内大学等における風

力発電人材育成セミナーの開催と、専門講座開設を支援

②風力発電関連産業マッチング支援事業【拡充】

風力発電関連産業への参入を目指す県内企業と風力発電事業者とのマッチング機

会の提供や、風力発電機器構成部品のサプライヤー・仕様等の外部委託による調査

と、県内企業へのヒアリング

③風力発電関連ライセンス等取得支援【拡充】

県内事業者におけるメンテナンス技術者の養成に要する経費（５人分）や、部品

供給に必要となる国・認証機関・メーカー等からの認証取得に必要な試作品製作、

試験機器使用料等の経費（１件分）の助成

・補 助 率

メンテナンスに係る研修費補助

１／２（限度額 ５００千円(一般型））

（限度額１,０００千円（メーカーライセンス取得型））

関連部品の認証取得に係る経費補助

１／２（限度額１,０００千円）

内 訳 ・講師、有識者謝金 ９４０千円

・職員、講師等旅費 ３,９０８千円

・消耗品、通信費、使用料等 ６７５千円

・風力発電ライセンス等取得支援補助金 ４,０００千円

・風力発電関連サプライチェーン調査業務委託料

４,０００千円

委託料の内訳

・調査員等人件費 ２,７４８千円

・調査員旅費 １,１４４千円

・消耗品、印刷製本費等 １０８千円

（４）洋上風力発電導入促進事業 ２,４１１千円

①洋上風力発電導入促進事業

一般海域における利用ルールや、関連する送電網整備に向けた情報収集、国への働

きかけ等

②洋上風力発電関連産業育成事業

「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」によるセミナーの開催や国内現地調

査の実施
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内 訳 ・講師、有識者謝金 ３２千円

・職員、講師等旅費 １,５５８千円

・消耗品、使用料等 ８２１千円

（５）水素エネルギー導入促進事業 ９０２千円

①「秋田水素コンソーシアム」によるセミナーの開催（１回）

水素エネルギーの利活用に係る現状と方向性、水素の製造・貯蔵技術をテーマと

したセミナーの開催

②先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ２０千円

・職員、講師旅費 ６３０千円

・消耗品、使用料等 ２５２千円

（６）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ６,５７５千円

①「地熱エネルギー多面的利用促進コンソーシアム」による検討会の開催（４回）

地熱エネルギーを利活用した地域活性化（産業観光における活用等）や、農産物

等の特産品開発の検討

②先進事例調査の実施

内 訳 ・講師謝金 ６０千円

・職員、講師旅費 ５,１２８千円

・消耗品、使用料等 １,３８７千円

３ 予算額 ３１,２２０千円

財源内訳 ６,４８２千円

２４,７３８千円
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働き方改革推進事業について【新規】 

           

雇用労働政策課 

 

 

１ 目 的  

  経済回復基調の継続や人口減少等により労働力不足が大きな課題となる中、

県内企業の人材確保及び働き方改革推進に資するため、働き方改革に関するセ

ミナーの開催や企業が抱える課題に対する集中支援を行うとともに、求職者等

の個別カウンセリングなどの雇用支援事業を行う。  

 

２ 概 要 

（１）働き方改革実践支援事業                ３,８６１千円 

      働き方改革を促進するため、事業主を対象として関係情報の提供及び課題

解決を支援するための事業を行い、その成果を県内企業に周知して普及拡大

を図る。 

・働き方改革に関するセミナー（県北、中央、県南の３地区）  

・経営コンサルタント等による個別企業の経営・労務等諸課題解決のため  

の集中支援（１５社程度）  

・集中支援を受けた企業による報告会、報告書作成  

 

（２）「働き方改革推進員」配置事業             １５,１２５千円 

雇用労働政策課及び県内各地域振興局（秋田以外）に働き方改革推進員を

配置し、事業所訪問による働き方改革の普及啓発や情報提供、Ａターン求人

の開拓など企業に対する雇用支援やマッチング支援を行う。 

 

（３）キャリア応援事業                       ３３,８４８千円 

（公財）秋田県ふるさと定住機構に委託し、就職が困難な求職者等に対す

る個別カウンセリングや就職後のフォローによる支援を行うとともに、離転

職者向けのセミナーの開催などにより就職を支援する。 

 

（４）雇用開発支援事業                     ６９０千円 

新規学卒者等の県内就職促進のため、県内９地区の雇用開発協会等が行う

就職情報誌発行、職場見学会開催などの雇用支援事業に助成する。  

 

３ 予算額                   ５３,５２４千円 

（１）働き方改革実践支援事業            ３,８６１千円（委託料） 

    委託料の内訳 

         ・セミナー開催          ８００千円                   

         ・専門家による集中支援の実施  ２,０００千円 

         ・全体報告会開催         ４５０千円 

         ・消費税及び地方消費税等     ６１１千円 
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（２）「働き方改革推進員」配置事業         １５,１２５千円 

     内 訳  ・非常勤職員報酬等（８名） １４,２７７千円 

                 ・旅費              ７６８千円 

         ・需用費              ８０千円 

 

(３) キャリア応援事業              ３３,８４８千円（委託料） 

    委託料の内訳 

         ・報酬・共済費等           ２５,３８２千円 

         ・旅費                      ２７９千円       

         ・需用費・役務費        １,７７６千円 

         ・使用料及び賃借料       ３,９０４千円      

         ・消費税及び地方消費税     ２,５０７千円 

 

(４) 雇用開発支援事業               ６９０千円（補助金） 

◆予算額には総額を表示。  

◆(１)(２)の区分けは、原則、概要と内容を合わせる。 

◆経費別の内訳がある場合は必ず記載し、その他の経費を含まない「補

助金」「委託料」については、金額の右端に（補助金）（委託料）と記

載する。  

経費例）報償費→講師謝礼、旅費→職員旅費・委員旅費、需用費→消耗品等・

印刷費、委託料→○○調査・○○業務委託、使用料→会場使用料 
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１　電気事業会計

収益的収入及び支出
・事業収益は総額４,２８０,２６９千円を予定。うち、電力料は年間４３１,８４６

千キロワットアワーの売電により４,２２２,５２９千円を予定
・事業費は水力発電費など総額３,５９２,７２３千円を予定
・収支差は６８７,５４６千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 4,280,269

1 営 業 収 益 4,262,691

1 電 力 料 4,222,529 総括原価分

FIT分

2 営 業 雑 収 益 40,162 管理受託収入 39,653
（県河川砂防課 アロケ等）

土地貸付料等 509

2 財 務 収 益 2,335

1 受 取 配 当 金 347 東北電力株式配当金

2 受 取 利 息 1,988 他会計貸付金利息 1,791

預金利息 197

3 営業外収益 15,243

1 長期前受金戻入 15,158

2 事 業 外 収 益 85

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 3,592,723

1 営 業 費 用 3,442,017

1 水 力 発 電 費 2,896,764 人件費 573,912

物件費 271,539

修繕費 714,481

補償費 3,219

委託費 316,208

負担金及び分担金 163,563
(東北電力     54,873)

(国土交通省   66,601)

(県河川砂防課 41,355)

(その他負担金    734)

交付金 120,267

減価償却費 645,870

固定資産除却費 15,953

固定資産除却損 71,752

項 備　　　考

3,369,177

853,352

　(板戸発電所
　　水車発電機細密点検修繕等）

平成３０年度秋田県公営企業会計の当初予算について

公 営 企 業 課

(1)

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 備　　　考
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 送 電 費 84,245 人件費 20,992

物件費 4,014

修繕費 17,491

補償費 290

委託費 36,526

減価償却費 3,390

固定資産除却費 1,134

固定資産除却損 408

3 一 般 管 理 費 267,275 人件費 184,492

物件費 51,301

修繕費 600

委託費 4,109

交付金 73

減価償却費 26,700

4 ＦＩＴ発電所費 193,733 人件費 16,867

物件費 15,291

修繕費 9,886

委託費 14,557

負担金及び分担金 4,491

交付金 11,831

減価償却費 120,810

2 財 務 費 用 32,324

1 支 払 利 息 32,324 企業債利息 32,275

借入金利息 49

3 附 帯 事 業 22,313

費 用
1

発 電 所 周 辺 地 域
等 振 興 事 業 費 用

22,313

4 営業外費用 94,069

1 事 業 外 費 用 176

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

92,824

3
事業外固定資産
管 理 費

1,069

5 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

収　支　差 （単位：千円）

687,546

項 備　　　考
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資本的収入及び支出

・収入は補助金など総額２５,０１６千円を予定

・支出は発電所の改良費など総額１,７６３,２８２千円を予定しており、主な事業は

次のとおり

田沢湖発電所自動運転制御装置更新事業 194,276 千円

板戸発電所発電機巻線・調速機更新事業 183,314 千円

八幡平発電所昇圧変電所更新事業 135,563 千円

  資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 25,016

収 入 1 国庫補助金 19,085

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費 補 助 金

9,092

2
鎧 畑 発 電 所
建 設 費 補 助 金

9,993

2 受 託 金 5,931

1 改 良 工 事 受 託 金 5,931

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 1,763,282

支 出 1 建 設 費 304,992

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費

304,992

2 改 良 費 1,153,135

1 発 電 所 改 良 費 1,114,924 231,973

194,276

167,482

138,599

119,548

91,683

41,529

39,872

32,680

22,535

21,423

10,106

他

2 発 電 事 務 所 33,789 玉川発電事務所改良費 7,324

改 良 費 大館発電事務所改良費 26,465

3 送電設備改良費 4,422 小和瀬送電線改良費 4,422

項 備　　　考

項 備　　　考

板戸発電所改良費

田沢湖発電所改良費

小和瀬発電所改良費

八幡平発電所改良費

八幡平第二発電所改良費

柴平発電所改良費

鎧畑発電所改良費

岩見発電所改良費

杉沢発電所改良費

玉川発電所改良費

素波里発電所改良費

皆瀬発電所改良費

(2)
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

3 企業債償還金 274,138

1 企 業 債 償 還 金 274,138

4 建設準備費 11,017

1
中 小 水 力
開 発 調 査 費

11,017 砂子沢調査費 他

5 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

収　支　差 （単位：千円）

△ 1,738,266

※不足額については、内部留保資金（中小水力発電開発改良積立金、過年度分損益勘定留保
　資金、当年度分消費税資本的収支調整額）により補てん

項 備　　　考
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２　工業用水道事業会計 

(1) 収益的収入及び支出

･

･ 事業費は､維持管理費などの総額で９７２,１３５千円を予定

･ 収支差は８７,９１８千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 1,060,053

1 956,198

秋 田 工 業 用 914,452 勝平系（２６社） 889,612

水 道 使 用 料 御所野系（３社） 24,840

2 営 業 雑 収 益 41,746 御所野地区建設負担金等

2 103,855

1 受 取 利 息 19 預金利息

2 長期前受金戻入 103,831

3 雑 収 益 5

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 972,135

1 896,092

1 維 持 管 理 費 876,851 人件費 48,151

物件費 6,279

動力費 170,014

修繕費 28,608

(新城川水管橋塗替塗装 15,000)

負担金及び分担金 19,659

(国土交通省　　　19,360)

(その他負担金　　　 299)

交付金 13,643

委託費 159,471

(指定管理委託　　　112,000)

(その他委託費　　 　47,471)

減価償却費 429,887

固定資産除却費 380

固定資産除却損 759

2 一 般 管 理 費 19,241 人件費 11,537

物件費 6,788

委託費 666

修繕費 250

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

営 業 収 益

営業外収益

1

事業収益は総額１,０６０,０５３千円を予定。うち、秋田工業用水道使用料は２９
事業所に対して一日平均１５７,４８６㎥の給水により年間収入は９１４,４５２千
円を予定

項 備　　　考

営 業 費 用
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款 目 予 定 額

2 71,043

1 支 払 利 息 37,014 企業債利息 35,965

借入金利息 1,049

2 雑 支 出 1

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

34,028

3 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

87,918

資本的収入及び支出

・収入の予定はなし

・

第二送水管改修工事（弁類等設置） 30,000 千円

第二送水管改修工事（内面改修） 25,000 千円

場周フェンス設置工事 7,450 千円

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 267,592

支 出 1 107,980

1
秋 田 工 業 用
水 道 改 良 費

107,980

2 154,612

1 企 業 債 償 還 金 154,612

3 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 267,592

項 備　　　考

項 備　　　考

資 本 的 支 出 

支出は秋田工業用水道改良費など総額２６７,５９２千円を予定しており、主な事業
は次のとおり

営業外費用

予 備 費

改 良 費

※不足額については、内部留保資金（過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税資本的
　収支調整額）により補てん

予 備 費

収　支　差

企業債償還金

収　支　差

(2)
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（ 参　考 ）                  電気事業会計前年度比較表

収益的収支及び資本的収支 （単位：千円）

事業名

区分

収　　　入　　Ａ 3,443,848 4,280,269 836,421

うち電力料 3,393,134 4,222,529 829,395

支　　　出　　Ｂ 3,291,447 3,592,723 301,276

うち営業費用 3,136,462 3,442,017 305,555

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ 152,401 687,546 535,145

※当年度発生損益勘定留保資金 804,928 854,422 49,494

減価償却費 703,590 783,810 80,220

固定資産除却損等 101,338 70,612 △ 30,726

収　　　入　　Ａ 457,938 25,016 △ 432,922

支　　　出　　Ｂ 2,646,112 1,763,282 △ 882,830

うち建設改良費 1,268,888 1,458,127 189,239

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源 2,188,174 1,738,266 △ 449,908

過年度内部留保資金 2,092,745 1,632,899 △ 459,846

当年度内部留保資金 95,429 105,367 9,938

予定貸借対照表 （単位：千円）

事業名

区分

資　産　合　計 25,468,729 25,861,106 392,377

固　定　資　産 17,365,919 16,282,378 △ 1,083,541

流　動　資　産 8,102,810 9,578,728 1,475,918

負　債　合　計 3,106,943 2,417,130 △ 689,813

固　定　負　債 2,265,086 1,547,840 △ 717,246

流　動　負　債 400,278 418,531 18,253

繰　延　収　益 441,579 450,759 9,180

資　本　合　計 22,361,786 23,443,976 1,082,190

資　　本　　金 18,200,262 18,591,450 391,188

組入資本金 18,200,262 18,591,450 391,188

剰　　余　　金 4,161,524 4,852,526 691,002

資本剰余金 21,851 21,851 0

利益剰余金 4,139,673 4,830,675 691,002

負　債　資　本　合　計 25,468,729 25,861,106 392,377

平成２９年度 平成３０年度 比　　較

平成２９年度 平成３０年度 比　　較

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

△ 2,188,174 △ 1,738,266 449,908

41



（ 参　考 ）　　　　　　工業用水道事業会計前年度比較表

収益的収支及び資本的収支 （単位：千円）

事業名

区分

収　　　入　　Ａ 1,058,352 1,060,053 1,701

うち秋田工業用水道使用料 912,710 914,452 1,742

支　　　出　　Ｂ 964,512 972,135 7,623

うち営業費用 883,215 896,092 12,877

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ 93,840 87,918 △ 5,922

※当年度発生損益勘定留保資金 327,350 326,815 △ 535

減価償却費 325,500 326,056 556

固定資産除却損等 1,850 759 △ 1,091

収　　　入　　Ａ 0 0 0

支　　　出　　Ｂ 218,650 267,592 48,942

うち改良費 93,610 107,980 14,370

収　支　差　Ａ－Ｂ＝Ｃ △ 218,650 △ 267,592 △ 48,942

補　て　ん　財　源 218,650 267,592 48,942

過年度内部留保資金 211,716 259,594 47,878

当年度内部留保資金 6,934 7,998 1,064

予定貸借対照表 （単位：千円）

事業名

区分

資　産　合　計 20,198,872 20,022,560 △ 176,312

固　定　資　産 18,845,763 18,409,551 △ 436,212

流　動　資　産 1,353,109 1,613,009 259,900

負　債　合　計 13,661,078 13,334,679 △ 326,399

固　定　負　債 3,273,322 2,981,389 △ 291,933

流　動　負　債 150,019 219,423 69,404

繰　延　収　益 10,237,737 10,133,867 △ 103,870

資　本　合　計 6,537,794 6,687,881 150,087

資　　本　　金 5,300,484 5,412,894 112,410

自己資本金 5,300,484 5,412,894 112,410

剰　　余　　金 1,237,310 1,274,987 37,677

資本剰余金 755,490 755,490 0

利益剰余金 481,820 519,497 37,677

負　債　資　本　合　計 20,198,872 20,022,560 △ 176,312

平成２９年度 平成３０年度 比　　較

平成２９年度 平成３０年度 比　　較

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支
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秋田県発電用施設周辺地域等企業導入促進基金条例の一部を改正する条例案について

産 業 政 策 課

１ 改正理由

中小企業の振興に寄与するため、中小企業者の経営の改善及び向上を図るための創意

工夫及び自主的な取組の促進に係る臨時の事業に充てる場合に秋田県発電用施設周辺地

域等企業導入促進基金を処分することができることとする必要がある。

２ 改正内容

⑴ 題名を「秋田県中小企業振興臨時対策基金条例」に改めるとともに、「秋田県発電

用施設周辺地域等企業導入促進基金」の名称を「秋田県中小企業振興臨時対策基金」

（以下「基金」という。）に改める。（題名・第１条関係）

⑵ 中小企業を振興し、もって本県の経済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄与す

るため、基金を中小企業者の経営の改善及び向上を図るための創意工夫及び自主的な

取組の促進に係る臨時の事業に充てる。（第１条関係）

⑶ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管

しなければならないとともに、最も確実かつ有利な有価証券に代えて保管することが

できる。（第３条関係）

⑷ 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り入れ

るものとする。（第４条関係）

⑸ その他所要の規定の整理を行う。

３ 施行期日等

⑴ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

⑵ この条例は、平成３５年３月３１日限り、その効力を失う。

《 参 考 》秋田県発電用施設周辺地域等企業導入促進基金の概要

設置の目的 発電用施設周辺地域等への企業の導入及び当該地域内における産業の近

代化を図るために貸し付ける資金として、電源立地地域対策交付金（旧

電力移出県等交付金）を財源とし、昭和５７年度から平成６年度にかけ

て造成

基金残高 ３７４,９５２千円（平成２９年３月３１日現在）

基金の対象 秋田県発電用施設周辺地域等企業導入促進資金

事業 ・企業に対して、製造の事業の用に供する設備（機械及び装置、工場用

の建物並びに土地）の取得に要する資金の一部を貸し付ける。

・県は融資機関に無利子で資金を預託し、融資機関が企業に年利１.５％

で資金を貸し付ける。

・平成２１年度から新規の貸付実績はない。
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《 参 考 》

秋田県発電用施設周辺地域等企業導入促進基金条例の一部を改正する条例案新旧対照表

新 旧

秋田県中小企業振興臨時対策基金条例 秋田県発電用施設周辺地域等企業導入促進

基金条例

（設置） （設置）

第一条 中小企業を振興し、もって本県の経 第一条 発電用施設周辺地域等への企業の導

済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄 入及び当該地域内における産業の近代化を

与するため、中小企業者の経営の改善及び 図る ため、県が貸し付ける

向上を図るための創意工夫及び自主的な取

組の促進に係る臨時の事業に充てる資金と 資金と

して、秋田県中小企業振興臨時対策基金 して、秋田県発電用施設周辺地域等企業導

（以下「基金」という。）を設 入促進基金（以下「基金」という。）を設

置する。 置する。

（管理） （貸付対象）

第三条 基金に属する現金は、金融機関への 第三条 基金は、知事が指定する融資機関が

預金その他最も確実かつ有利な方法により 発電用施設周辺地域（発電の用に供する施

保管しなければならない。 設の設置がその区域内において行われてい

２ 基金に属する現金は、最も確実かつ有利 る市町村の区域及びこれに隣接する市町村

な有価証券に代えて保管することができる の区域をいう。）又はこれに隣接する市町

。 村（知事が指定するものに限る。）の区域

の住民が通常通勤することができる地域内

において製造の事業の用に供する設備（機

械及び装置、工場用の建物（その附属設備

を含む。）並びに当該建物の敷地である土

地をいう。）を取得する者で規則で定める

ものに対し当該設備の取得に要する費用に

充てるための資金の貸付けを行う場合に、

当該融資機関に貸し付けるものとする。

（運用益金の処理） （貸付条件）

第四条 基金の運用から生ずる収益は、一般 第四条 資金の貸付条件は、次に定めるとこ

会計歳入歳出予算に計上して、基金に繰り ろによる。

入れるものとする。 一 貸付利率 無利息

二 貸付期間（据置期間を含む。） 十五

年以内

三 償還方法 均等年賦償還

四 延滞利息 延滞した額に十・七五パー

セントの割合を乗じて計算した額
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（繰上償還）

第五条 資金の貸付けを受けた融資機関が、

資金を貸付けの目的以外に使用したとき又

は貸付条件に従わなかつたときは、貸付金

の全部又は一部の繰上償還をさせることが

できる。

２ 資金の貸付けを受けた融資機関は、資金

の全部又は一部の繰上償還をすることがで

きる。

第五条～第七条 略 第六条～第八条 略

附 則 附 則

１ 略 略

２ この条例は、平成三十五年三月三十一日

限り、その効力を失う。
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